
廿日市市空家等対策協議会（第９回）【議事要旨】

日 時 令和 4年 11 月 17 日（木） 10：00～11：45

場 所 市役所本庁 3階 政策審議室

委員

田村秀穗（廿日市市町内会連合会） 竹中三千穗（佐伯地域コミュニティ推進団体連絡協議会）

森田啓介（コミュニティよしわ）【欠席】 横田光男（大野区長連合会）

正木文雄（宮島総代会）【欠席】 三浦浩之（広島修道大学国際コミュニティ学部地域行政学科教授）

中尾雅寛（広島司法書士会） 瓜生広志（広島法務局）

谷峰隆宏（広島県宅地建物取引業協会） 髙山伸介（日本賃貸住宅管理協会）

河原直己（広島県建築士事務所協会） 多尾田文香（日本住宅リフォーム産業協会）

梅本登志子（廿日市市社会福祉協議会）【欠席】 塚田邦人（廿日市金融懇談会）【欠席】

原田忠明（廿日市市副市長） ＊敬称略

傍聴等 なし

事務局 都市建築担当部長 横瀬、住宅政策課 山本、大江、森野

要旨

１ 開会

２ 議事

【議題１】空家等対策計画の進捗状況について

・ 所有者不存在の空き家件数の報告があったが、空き家で問題なのは管理者不存在だと

思う。中山間地域で言えば、空き家にする前に所有者が近隣へ挨拶されることが多いた

め、管理者不存在の空き家はほとんど無いのではないかと思う。そのような実態の調査

はある程度されているか。

→ 最終的な相続人まで追っていき、本当に管理する者がいなくなった空き家が所有者不

存在件数の６件である。

・阿品台と宮園の取組について、都市計画課等との連携についてはどうか。

→ 阿品台においては、１,２丁目で地区計画を見直した。若年・子育て世帯が購入し

やすい価格帯とするため、土地を分割して住宅を建てられるようにした。また、ま

ちづくりの観点で、壁面後退等のルールを加えた。

→ 宮園はアンケートの実施中。アンケートの結果次第だが、用途地域の見直しを視

野に入れており、まちづくりの観点で、戸建て住宅の中でも周辺に影響が無い店舗

等を許容していくことも検討していく。

・廿日市市空家等対策計画３７ページの取組方針の進捗状況についてはどうか。

→ 計画を立てた時に令和３年度までの実施プログラムを作成したが、概ねプログラムに

沿って動いている。ただ、住宅団地については、宮園でアンケート実施中ということも

あり、実際に地域で何かを起こしているところに至っていない。

→ 令和４年度以降は、プログラムの令和３年度の内容を継続しながらやっている。計画

は令和７年度まであるため、令和４年度以降を見える化させていき、それをもとに次期

計画に反映させていく。

・ 資料１の５ページの危険空き家の残戸数１０戸と、６ページの所有者不存在件数の６

件は重複するのか。

→重複しない。



・ 所有者が分からない６件の中に、場合によっては、危険空き家になっているものもあ

るのか。

→ ６件ほとんどが管理不全の要因が草木の繁茂であるため、基本的には危険空き家には

含まれない。

・ 何年か前に行政より、民生委員の活動にあわせて空き家の状況を知らせて欲しい

という依頼があったが、小規模の開発や行政の都市計画道路の話等を地域に情報源

を落としてくれれば、空き家の状況も多少なりとも地域での把握ができると思う。

→地域の皆様と連携を取りながら、色々考えていきたい。

【議題２】特定空家等の略式代執行について

・ 今後は土地の売却と活用を円滑に進めるために財産管理人に土地の売却までを委

任する。市は元の所有者に対して解体費用と予納金数百万円の債権がある。元の所

有者と根抵当権者との間で債務確認弁済契約が交わされていた関係で、実質所有権

が根抵当権者にあるため、根抵当権者と協議した結果、遺産管理費用、固定資産税

の滞納分、財産管理人報酬を充当したものの残りを根抵当権者に弁済することとし

ている。

→ 略式代執行前に根抵当権者に照会したが全く反応が無かったこともあり、いつ隣の家

に倒れ込むか分からないため執行に踏み切った。元々全額回収不能な区画の土地価格で

あり、債権の大きさで市と根抵当権者を比較すると、市の方が小さいということもある

ため、根抵当権者と決着した内容で進めて参りたい。

→ 反省としては、権利関係をもう少ししっかり押さえることと、費用対効果での実施を

より深く検討すること。

【議題３】その他

・ 所有者不明土地の解消に向けての不動産に関する大きなルールが変わる。相続登記の

義務化、相続土地国庫帰属制度の創設等。

・ 相続土地国庫帰属制度について、相続したくない土地のみを国が調査した上で引き

取っていただけるのか。

→ 一定の要件を満たせば引き取るといった制度である。詳しい要件については今後明ら

かになっていく。

・今からでも法務局に地主が相談に行っても良いのか。

→今はまだ個別の相談は受けかねる。

３ 閉会


